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４ 環境負荷低減に資する「みどりの食料システム戦略」の推進 

 (1) みどりの食料システム戦略の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「みどりの食料システム戦略推進交付金の活用状況(令和５(2023)年度) 図表 ２-41

資料：東北農政局作成 

 

  農林水産省では、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで

実現させるため、令和３(2021)年に「みどりの食料システム戦略」を策定しました。令

和４(2022)年度には「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減

事業活動の促進等に関する法律」（以下「みどりの食料システム法」という）を制定し、

戦略実現に向けた基本理念を定め、環境負荷低減を取り進める枠組みを構築しました

（図表 2-40）。 

  東北農政局では、東北農政局みどりの食料システム戦略推進事務局及び各種チームを

設置し、調達、生産、加工・流通、消費の各段階の関係者に向けた働きかけを行い、「み

どりの食料システム戦略」の実現に向けた取組を進めています。 

  「みどりの食料システム戦略推進交付金」により、環境負荷低減と持続的発展に向け

た地域ぐるみのモデル的先進地区の創出等の支援が行われており、東北では、令和５

(2023)年度は 51 の地域等で交付金を活用した取組が行われました。（図表 ２-41） 

これまでのみどり戦略の流れ 図表 ２-40

現状 

みどりの食料システム戦略策定（令和３年５月） 

みどり戦略推進交付金等による取組支援（令和４年∼） 

みどりの食料システム法 施行（令和４年７月） 

国の基本方針 公表（令和４年９月） 

地方自治体の基本計画 
 
・ 全都道府県が、令和４年度末までに作成・公表 
  (東北６県も令和５年２∼３月に作成・公表) 
・ うち、16 道県 27 市町で特定区域(モデル地区)を

設定。東北では、2 県 5 市町村で設定 
 【宮城県】 山元町（ICT スマート施設園芸） 
        美里町（有機農業の団地化 等） 
        涌谷町（有機農業の産地形成） 

【山形県】 西川町（木質バイオマス発電活用） 
       川西町（有機農業の団地化） 

・ 都道府県は、環境負荷低減に取り組む農業者の
計画を認定(みどり認定)。認定された農業者へは、
税制、融資、補助事業(優先採択)等により支援。 
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さか た し 

つるおかし 

たかはたまち 

かわにしまち 

  「みどりの食料システム戦略推進交付金」により有機農業に地域ぐるみで取り組む産

地（オーガニックビレッジ）の創出に取り組む市町村のうち、東北では 12 市町村にお

いて有機農業の拡大に向けた「有機農業実施計画」が策定され、「オーガニックビレッジ

宣言」が行われました（令和６年５月現在）（図表 ２-42）。 

よねざわし 

交付金を活用した有機農業拡大の取組 図表 2-42 

ごのへまち 

いちのせきし 

  令和５(2023)年度より、みどりの食料システム法に基づき、環境負荷低減に取り組

む農林漁業者が作成する計画を都道府県が認定する「みどり認定」がスタートしました。 

  東北各県でも土づくり、化学肥料・化学農薬の使用低減や温室効果ガスの排出量削減

等、環境にやさしい栽培を行う「みどり認定」の取得が広がり始めています。 

に ほんまつし 

き た かた し 

 

資料：東北農政局作成 

資料：東北農政局作成 

取組事例 

くろいしし 

おおがたむら 

しんじょうし 

さかた し 

つるおかし 

たかはたまち 

かわにしまち 

よねざわし 

いちのせきし 

にほんまつし 

き た かた し 

ごのへまち 

〔令和６年５月２４日時点では、全国で計７８市町村〕 

45



 

 

第２章 東北農業の現状、東北農政局の取組状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東北農政局の取組 啓発キャラクター「みっちゃん」の誕生 

「みどりの食料システム戦略」を身近に感じてもらえるよう、

東北農政局独自のキャラクター『みっちゃん』を制作しました。 

『みっちゃん』は、CO2 ゼロエミッション化された未来の世界

から来た、ペンギンとカッパの子孫。名前は「みちのく・みどり・

みらい」の頭文字「み」から名付けられています。お腹は東北の耕

地面積約７割を誇る水田、手足はエリートツリー※を表しており、

性格は頑張り屋さんで汗っかき、「み」と書かれたトレードマーク 

東北農政局では、東北における「みどりの

食料システム戦略」の着実な推進に向け、令

和６(2024)年３月から関係者にタイムリー

な情報をお知らせするため「東北みどり戦略

だより」を発行しました。 

また、「環境にやさしい農業」に取り組む生

産者向けに、みどり認定について分かりやす

く紹介したチラシを令和６(2024)年３月に

作成し、広くお知らせしています。 

東北地域の生産現場において温室効果

ガスの削減や有機農業の面積拡大等、環

境負荷低減に資する先進的な取組事例や

研究成果等を講演、生産者をはじめとし

た 230 名以上の方が参加しました（令和

６(2024)年３月１日開催）。 

環境省東北環境事務所との共催によ

り、一般消費者や若い世代の意識向上を

目的に、日々の食事の選択による気候変

動及び生物多様性への影響等、環境に配

慮した農業や国産農産物の生産拡大の

重要性についての講演をオンラインで

行いました（令和６(2024)年 3 月 10

日開催）。 

＜食のサステナビリティ推進フォーラム in 東北＞ 

東北農政局の取組 説明会の開催 

＜令和 5 年度東北地域みどりの食料システム戦略推進 Web セミナー＞ 

㈱農園貞
てい

太郎
た ろ う

  

代表取締役 遠藤久
えんどうひさ

道
みち

氏 

のハチマキが特徴で、いつか大空を羽ばたくことを夢見ています。 

また、『あなたの eat が地球の e コトに』のフレーズは、「一人一人の食事の中で環境に

配慮すること（環境に優しい農産物を食べる、食品ロスを減らすなど）が地球にとって良

いことにつながる」という『みっちゃん』からのメッセージです。 

㈱アグリーンハート 

代表取締役 佐藤拓郎
さとうたくろう

氏 

※ 成長が早くて質も良く、成長が早いことで多くの二酸化炭素の吸収が期待される木のことです。 

 東北農政局の取組 「みどりの食料システム戦略」広報活動 

推進フォーラムのチラシ・資料 

東北みどり戦略だより みどり認定チラシ 
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（２） 環境に配慮した農業の推進 

ア 有機農業等の取組 
                                                                                                                                                                         

有機JAS認定ほ場の面積の推移（東北） 

 農林水産省では、令和３(2021)年５月に策定されたみどりの食料システム戦略を踏ま

え、環境保全に効果の高い取組、有機農業の産地づくりに関する取組、有機農業の面積拡

大に向けた取組等を支援しています。 

＜有機JAS認定ほ場の面積の推移＞ 

 東北における令和４(2022)年４月の有機JAS認定ほ場の面積は1,776haで全国

15,276haの約12％を占めています。前年に比べて1.0％の増加にとどまり、近年おお

むね横ばいで推移しています。県別の面積をみると、秋田県と青森県の２県で東北の約

46％を占めています（図表 2-43）。 

現状 

図表 2-43 

資料：農林水産省調べ 

 注：各年４月１日現在の値 

 

同社は、平成27(2015)年から本格的に有機栽

培を開始し、令和5年(2023)年に法人化しました。 

有機栽培において課題である除草技術の実証に

注力しました。また販路確保では、市のふるさと納

税返礼品に生産した有機米を提供し、市内全域の学

校給食に有機米を供給しています。有機米を提供し

ているこども園の園児を招き稲刈り体験、ドローン

の飛行実演などを実施し、自社Webサイトで積極的

な情報発信をしています。 

一関山本農場HP https://www.yamamotonojyou.com/ 

令和５(2023)年度 
未来につながる持続可能な農業推進コンクール 

（有機農業・環境保全型農業部門） 
東北農政局長賞受賞 

 

 

                   

   

  
 

こども園の園児による稲刈り体験 

取組事例  株式会社 一
いちの

関
せき

山
やま

本
もと

農場（岩手県一
いちの

関
せ き

市
し

） 
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イ 畜産業 
                                                       
 
                                              

現状 

  日本全体の温室効果ガス総排出量に占める農林水産分野の割合は約４％ですが、その

約３割に当たる約１％を畜産業が占めており、畜産業の中でも排出量の多い酪農・肉用

牛経営において温室効果ガス削減に取り組むことが求められています。 

  地球温暖化対策等による持続可能な社会の実現に向け、畜産・酪農における温室効

果ガス排出の削減と持続可能な畜産経営の確立を図るため、酪農・肉用牛経営におい

て飼料生産基盤を確保しつつ、温室効果ガスの排出量削減のための取組を支援してい

ます。 

 

＜環境負荷軽減型持続的生産支援（エコ畜事業）＞ 

  環境負荷軽減型持続的生産支援（エコ畜

事業）は、飼料作付面積を確保しつつ、酪

農経営者、肉用牛等経営者、酪農経営者組

織又は肉用牛等経営者組織が行う放牧、不

耕起栽培、消化液の利用、化学肥料の削減

等の温室効果ガス排出削減の取組を支援

する事業であり、東北では、全県（青森県、

岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）

において事業が取り組まれています。 

 なお、令和５(2023)年度は232件で実

施されています（図表 ２-44）。 

東北農政局の取組 

家畜排せつ物を適切に堆肥化し、農地に還元することは、堆肥処理工程における温室

効果ガスの排出抑制や農地における化学肥料の使用量低減に資するなど、持続的な農業

生産を実現する上で大変重要です。 

https://www.maff.go.jp/tohoku/seisan/tikusan/tohokukouchikurenkeinowa.html 

東北農政局：「東北“耕畜連携”の輪」 

こうした、地域で生産される堆肥の

一層の利活用に向けた参考情報や「持

続可能な地域形成」に資する情報等を

「東北“耕畜連携”の輪」として集約

し、情報発信しています。 

各種取組事例や技術、制度等の様々な情報を掲載 

 
図表 ２-44 東北管内のエコ畜事業取組件数 

（令和５（2023）年度） 

資料：東北農政局作成 
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(３) 食品ロスの削減 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）の基本方針（令

和元(2019)年）及び食品ロスの削減の推進に関する法律（食品ロス削減推進法）の基

本方針（令和２(2020)年）では、令和 12(2030)年度までに、食品関連事業者から

発生する事業系食品ロス※1量を平成 12(2000)年度比で半減の 273 万 t とすることを

目標にしています。 

  我が国の食品ロス発生量は、近年減少傾向にあり、令和４(2022)年度は推計で

472 万 t（事業系はうち 236 万ｔ）です。一人当たり年間 38kg の食品ロスを発生

させていることになります。 

   食料・農業・農村政策の新たな展開方向※２では、食品産業（食品製造業、外食産業、

食品関連流通業）の持続的な発展に関して、「食品ロスの削減に向け、製造段階での製

造の効率化、賞味期限延長のための技術開発、納品期限（３分の１ルール）等の商慣習

の見直しとともに、食品廃棄量の情報に加え、新たにフードバンクへの寄附量の開示を

促進するなど、食品事業者の取組を促進する」こととしています。 

現状 

※１ 「食品ロス」とは、本来食べられるにもかかわらず捨てられる食品（食品廃棄物には、食ロスのほか、例えば、魚・
肉の骨等、食べられない部分が含まれる）。 

※２ 「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」は 令和５(2022)年６月２日食料安定供給・農林水産業基盤強化本部
（本部長総理）において決定。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/nousui/shokunou_dai4/siryou5.pdf 

 

食品ロス削減推進法の基本方針では、食品関連事業者等はフードバンク活動とその役割

を理解し、積極的に未利用食品の提供を行うこととされています。また、食品リサイクル

法の基本方針でも、食品ロスの削減を含め食品廃棄物等の発生抑制が最優先に位置づけら

れています。 

東北農政局は、フードバンク活動の理解促進及び食品関連事業者からのフードバンクへ

の未利用食品の提供拡大を図るため、一般社団法人東北フードバンク連携センターと共催

し、令和 5(2023)年 11 月 27 日に、「フードバンク活動促進に向けた情報交換会」を

開催しました。情報交換会には、食品関連事業者、フードバンク団体、行政等から 80 名

以上が出席しました。食品を提供する仙台農業協同組合及 

情報交換会の様子 

取組事例 食品ロス削減に向けた取組 

（１）消費者啓発の取組事例 

令和 5(2023)年 10 月の食品ロス削減月間に合わせて行われた農林水産省による

「てまえどり」を含めた消費者啓発に取り組む小売・外食事業者及び地方自治体を募

集したところ、東北では、7 事業者、６県及び 2 市から応募がありました。 

 

東北農政局の取組 令和 5 年度フードバンク活動促進に向けた情報交換会の開催 

び受け取った食品を福施設等に提供するフードバンク団体

から取組状況の発表があり、多くの参加者から、今後は、

全国のフードバンクの取組状況、食品事業者等による未利

用食品の提供状況やその課題について知りたいとの声が寄

せられました。 
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青森県と株式会社ユニバースの取組           

（２）商慣習見直しに取り組む食品製造・小売事業者（令和５(2023)年 12 月時点） 

東北農政局は、食品小売売事業者が賞味期間の３分の１を経過した商品の納品を受け

付けない 「３分の１ルール」の緩和や、食品製造事業者による賞味期限表示大括り化

（年月表示、日まとめ表示）の取組を呼び掛けるなど、食品ロス削減の促進に取り組み

ました（図表 ２-45）。 

商慣習見直しに取り組む取組事業者 図表 ２-45 

 納品期限緩和 賞味期限表示の 

大括り化 

賞味期限延長 フードバンク等への 

食品提供 

全     国 198(199) 174(165) 161(129) 213(179) 

うち東北管内 22(23) 11 (8) 8(5) 9(3) 

資料：東北農政局作成 
注：()内は令和４(2022)年12月時点の数値  

 生活協同組合コープあいづの取組 
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